


 

 

 

【決算のポイント】 
 
① 2017.3月期第3四半期は、営業収益1兆1,181億円、営業利益580億円となり、増収減益 
   
② 営業収益（対前年+338億円） 

  デリバリー事業 ： 大口の通販事業者様の取扱個数増加に加え、 CtoC市場の拡大を牽引する 
                             フリマサイ ト経由の取扱いを中心に「宅急便コンパクト」、「ネコポス」の 
                             取扱個数が増加 

  ノンデリバリー事業 ： 貿易物流等の海外関連事業の伸び悩みや、リコール案件の減少があった 
                                   ものの、企業間物流をはじめとした既存サービスを中心に堅調に推移  

 
③ 営業利益（対前年▲40億円） 

     ・第3四半期に入り、一層労働需給が逼迫する中で、デリバリー事業を中心に想定以上の業務量 
   に対応し、サービス品質を維持する戦力を確保するためのコストが増加 

     ・特に労働力確保に苦戦する都市部に物量が集中し、労働需給の逼迫感が一層悪化し、減益 
       要因となった 

     ・外形標準課税をはじめとした外的要因（約55億円）は想定通りの推移 

 

非
開
示 



【2017.3月期第3四半期決算の業績】 
 
① 営業外損益・特別損益に特筆すべき点は無し 
 
② 親会社株主に帰属する四半期純利益は357億円 
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【セグメント毎の主な収益増減要因】 
 
① デリバリー事業（増収減益） 
   増収 ： 宅急便 取扱個数 +8.3％（リテール +3.8％ 法人市場 +13.1％）、営業収入 +4.3％ 
              特に都市部での取扱個数が増加 
  減収 ： クロネコDM便 取扱冊数 ▲0.3％、営業収入 ▲3.3％ 
   
② BIZ-ロジ事業（減収減益） 
   増収 ： 販売物流（企業間物流における既存顧客のご利用が好調） 
   減収 ： 海外関連事業（貿易物流において主に自動車関連顧客を中心に荷動き低調） 
       マルチメンテナンス事業（前期のリコール案件の増収分を補えず） 
 
③ ホームコンビニエンス事業（減収減益） 
  減収 ： テクニカルネットワーク事業（前期のリコール案件の増収分を補えなかったことに加え、 
               家庭用エネルギー設備の市場縮小）                            
 
④ e-ビジネス事業（増収増益） 
    増収 ： e-ロジソリューション（通販や倉庫内のロジ支援事業が伸長） 
      セットアップ・ロジサービス（ＭＶＮＯ事業者向けサービスが引き続き好調） 
 
⑤ フィナンシャル事業（増収減益） 
    増収 ： リース事業（トラックを中心としたファイナンス・リースや割賦販売が順調に推移） 
    減収 ： 代引決済市場縮小の影響で、ペイメント事業（旧称宅急便コレクト事業）が伸び悩み 
 
⑥ オートワークス事業（減収減益） 
    増収 ： 車両整備件数は増加 
    減収 ： 燃料販売単価の下落 



【連結営業費用の主な増減】 
 
① 連結営業費用は対前年+3.7％ 
 
② 原油価格の下落 

  →燃料油脂費の減少 前年差▲22億円 
 
③ 労働需給の逼迫 

  →・採用コストや労働単価など労働力確保に係るコストの上昇                                       
    ・業務量の増加、通販市場の拡大による不在貨物の増加 
  →労働力確保・品質維持のための人的コストは一層増加傾向 
 

④ 外的要因による費用増加 

  ・外形標準課税の増税 ： 26億円 

    ・退職給付費用の増加 ： 23億円 

    ・社会保険適用者の対象拡大（10月より） ： 4億円 
      →契約時間短縮の動きもあり、更なる人員が必要になる中で、パート社員の確保に苦戦   
 
⑤ 生産性向上のための施策によりこれまでコスト増を吸収してきたが、現在厳しい 
  状況になってきていると認識   



【四半期別営業利益動向】 
 
① 対前年差で収益・費用をチャート化 
 
② 第3四半期単体では対前年69億円の減益と、第3四半期に入り大きく悪化 
 
③ 第3四半期におけるコスト増加要因 

  ・有効求人倍率の上昇からも見られるように、業務量が増加する中で労働需給の逼迫が 
      一段と進行 

  ・賞与支給額の増加 
 
④ 第4四半期以降のコスト環境 

  ・業務量の増加、労働需給の逼迫は継続 

  ・さらに、働きやすい環境の整備のためのコストが発生する可能性   

 
 

 
 



【宅急便の推移】 
 
① 取扱個数  対前年  +8.3％      
    ・大口の通販顧客は引き続き大きく伸長 
    ・「宅急便コンパクト」、「ネコポス」の拡販の進展 
    ・小口商流の出荷も増加傾向（取扱個数対前年+4.8％） 
 
② 単価  対前年   ▲3.6％      
   ・大口通販顧客を中心とした出荷増や「宅急便コンパクト」、「ネコポス」の拡販に伴う       
      下落 
  ・一方で、荷物のサイズに見合った適正な料金の収受や一部大口顧客の値上げに 
   より、単価の下落幅は縮小傾向 

 
③ 「宅急便コンパクト」、「ネコポス」の動向 
    ・個人間取引市場の拡大を背景に、取扱個数が伸長 
   ・BtoB市場にも拡販を推進 

 



【クロネコDM便の推移】  

 

① 取扱冊数  対前年 ▲0.3％     
・市場全体では伸び悩みが見られるが、既存大口のお客様への拡販もあり、 
 数量は前年並み 
 

② 単価    対前年  ▲1.8％     
・大口のお客様を中心に発送が拡大したため、単価は下落 

 

 

 



【海外宅急便の進捗】 
 
① 不採算取引の見直しにより個数減少傾向が継続 
 

② 営業利益は改善傾向 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

   

 
  



【2017年3月期業績予想】 

 
① 連結営業収益：総額は前回予想から変更無し 
             対前年 +435億円、+3.1％ 
 
② 連結営業利益：前回予想から70億円下方修正し、580億円 
             
③ 下方修正の主要因は、想定以上の業務量の増加と労働需給の逼迫 
 
④ スライド５でお話しした、働きやすい環境の整備のためのコストが業績に 
  影響を及ぼす場合においては、改めて開示する予定 
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【連結営業費用の増減分析】 
 
① 営業収益が対前年3.1％増に対し、営業費用は3.7％増 
 
② 人件費 ： 対前年+181億円（+3.3％） 

  「退職給付費用」 ： 対前年+26億円（+26.9％） …うち割引率の変更による増額は+23億円 
   「人件費その他」 ： 対前年+72億円 
     ・法定福利費       …対前年+30億円→うち、社会保険適用者拡大による影響は+4億円 
    ・日雇給料     …対前年+2億円→早い段階から戦力確保を開始したが、わずかな増加にとどまった 
    ・賞与                …対前年+36億円 
 

③ 下払経費 ： 対前年+254億円（+6.1％） 

  「委託費」： 対前年+165億円（+10.1％） 
     ・デリバリー事業…対前年+140億円 
     宅急便の取扱個数増加に加え、労働需給逼迫の影響により宅急便配達委託が増加 

     ・ノンデリバリー事業…対前年+25億円 
     主にe-ビジネス事業における開発案件増加による増収に伴い作業委託等の使用が増加 

  「傭車費」 ： 対前年+91億円（+6.8％） 
    今期から勘定科目を変更し、その他経費内「道路使用料」の中の傭車関連費用（40億円）を傭車費に 
    計上しており、この影響を除くと+3.8％となり、取扱個数の増加に対して適切にコントロール 

  「下払その他」： 対前年▲2億円 
   →リース事業好調のため売上原価は増加      
     原油価格下落により仕入原価が減少 
 
④ 車両費 ： 対前年▲12億円（▲3.7％） 原油価格下落の影響 
 
⑤ その他経費 ： 対前年+57億円（+2.5％） 
          ・外形標準課税   …+26億円（租税公課） 
      

     



【デリバリー営業費用の増減分析】 
 
内容はスライド１０の説明と重複するので省略 

 

 

 

 

 

 

 



【セグメント別業績予想】 
 
① デリバリー事業 

    ・宅急便 ： 足元の状況を踏まえ、前回予想から900万個増加（対前年+8.0％） 
                   一方で単価は前回予想から▲1円 

    ・クロネコＤＭ便 ： 前回予想から変更無し（対前年▲1.7％） 

    ・厳しいコスト環境は継続し、戦力確保・品質維持のためのコストの増加が 
   見込まれるため、営業利益は前回予想から▲70億円 
 
② ノンデリバリー事業 

    ・営業収益・営業利益ともに変更無し 



【営業費用予想】 
 
① 営業費用全体額の通期予想については、現状の厳しいコスト環境を踏まえ、 
  前回予想から70億円増加 
    対前年でみると営業収益予想+3.1％に対して営業費用予想は+4.0％ 
     
② 前回予想からの変更点・足元の状況を踏まえ、前回予想を変更 

   ・委託費 ： 労働需給が逼迫する中で戦力確保のため100億円増加 

   ・車両費 ： 原油価格が前年を下回る見込みのため、▲5億円 

   ・その他、足元の状況を踏まえ退職給付費用を▲5億円、減価償却費を▲20億円 



【中期経営計画の発表について】 
 

① 来年度から次の中期経営計画期間になるが、経営としては、足元の急激な変化に対し 
    迅速に対応する事を優先すべきと判断している。これまで検討してきた次期中期経営計画 
    に、経営環境の変化に対応した施策を織り込み、両者を合体させた計画にする必要がある  
    と考えている。これによる業績への影響も精査して、計画を示すので、発表を延期する。 
    その時期は、遅くとも9月までとする予定である。 
 

② 中核となるデリバリー事業の事業環境の変化に対する対応策については、2017年5月1日 
    開催予定の、通期決算説明会にて説明する予定。 
 

③ デリバリー事業の優先課題としては 

  ・プライシングの適正化 
  →様々なコストの上昇に対しては、自助努力だけで利益を確保するのは困難と認識している。 
    サービス品質の維持に必要なコストと適正な利益の確保が必要。 

   ・新たなラストワンマイルネットワークの検討 
  →荷物の集中や不在率の高さなどのエリア特性や、お客様の多様なニーズに対応した 
    宅配ロッカーなどによる、非対面を中心としたネットワーク等の可能性を検討する。 

   ・働きやすい労働環境の整備 
  →これからの労働力確保において、労働の現状確認をしっかり行い、多様な人材が働き 
       やすい環境づくりを整え、政府の「働き方改革」に対応し、人材の確保・定着につなげる。 
 

④ 環境の変化が激しい今こそ、構造改革を思い切って進めるチャンスと認識している。 
 
【自己株式の取得について】 

① 株主還元として、3月末までの期間で100億円、530万株を上限とする自己株式の 
  取得を実施する。 
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